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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収益 (千円) 3,406,020 3,213,512 3,368,327 3,482,565 3,572,442

経常利益 (千円) 896,392 951,750 1,016,755 1,136,022 1,163,272

当期純利益 (千円) 503,537 523,633 611,991 674,037 731,372

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 517,750 517,750 517,750 517,750 517,750

発行済株式総数 (株) 22,650 22,650 22,650 2,265,000 11,325,000

純資産額 (千円) 3,034,271 3,229,693 3,693,099 3,989,063 4,533,429

総資産額 (千円) 3,840,366 4,094,701 4,502,392 4,945,666 5,461,365

１株当たり純資産額 (円) 143,430.48 1,526.68 1,745.73 377.13 428.59

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
 

15,000.00 15,000.00 15,000.00 150.00 100.00
( 7,500.00) ( 7,500.00) ( 7,500.00) ( 75.00) ( 75.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 23,802.30 247.52 289.29 63.72 69.14

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.0 78.9 82.0 80.7 83.0

自己資本利益率 (％) 17.3 16.7 17.7 17.5 17.2

株価収益率 (倍) 11.5 12.6 12.7 11.7 15.8

配当性向 (％) 63.0 60.6 51.9 47.1 57.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 524,629 628,919 689,935 793,736 757,539

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,054,840 △441,201 △478,977 253,844 △1,117,970

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △334,892 △337,712 △332,861 △332,175 △333,675

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 589,546 439,551 317,648 1,033,054 338,948

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
48 49 49 52 68
(14) (14) (13) (13) (3)

 

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。

２ 営業収益には消費税等は含まれておりません。
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないので記載しておりません。
４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、転換社債等潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

５ 当社は、平成25年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。第
29期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益金
額」を算定しております。

６ 当社は、平成27年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。第31
期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益金
額」を算定しております。
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２ 【沿革】

昭和58年６月 伊藤忠商事株式会社が米国のセンチュリー21・リアルエステートコーポレーションとサブフラ

ンチャイズ契約調印(契約期間25年間)。

昭和58年10月 東京都港区赤坂に株式会社センチュリー21を設立(資本金250,000千円)、不動産仲介フラン

チャイズビジネスを開始。

昭和58年11月 株式会社センチュリー21・ジャパンに商号変更並びに伊藤忠商事株式会社からサブフランチャ

イズ権を譲り受ける。

昭和59年７月 首都圏において、加盟店数12店舗にてグランドオープン。

昭和59年９月 第１回増資150,000千円を実施し、資本金400,000千円とする。

昭和62年７月 財団法人日本フランチャイズチェーン協会のサービス業に加入。

昭和63年５月 センチュリー21・リアルエステートコーポレーションとのサブフランチャイズ契約の期間を

“永久”に延長する。

平成２年５月 大阪市中央区久太郎町に大阪支店を開設。

平成６年10月 東京都港区北青山(現本社所在地)に本社移転。

平成９年４月 輸入住宅の導入を開始。

平成11年２月 名古屋市中区錦に名古屋支店を開設。

平成11年３月 従業員持株会に第三者割当増資を実施し、資本金403,000千円とする。

平成13年11月 日本証券業協会に店頭登録。

平成15年２月 スーパー賃貸の業務を開始。

平成15年10月 売買版クラブセンチュリオンの業務を開始。

平成16年２月 福岡市博多区博多駅前に九州支店を開設。

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年９月 従来センチュリー共済会が行ってきたスーパー賃貸業務を当社の賃貸物件向け総合サ－ビスに

移管。

平成18年10月 山形県に進出開始。

平成19年１月 岡山県・広島県に進出開始。

平成20年１月 加盟契約店数が800店舗突破。

平成20年４月 一般労働者派遣事業、有料職業紹介事業を開始。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所との合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市

場）に上場となる。

平成22年７月 センチュリー21フランチャイズ広告基金組合より有料ポータルサイトの物件掲載業務に関する

事業を譲受ける。

平成22年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場

の統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場となる。

平成24年２月 不動産仲介とリフォームを組み合わせたリボーン住宅という新たな取組に向け、パナソニック

株式会社エコソリューションズ社と業務提携。

平成24年９月 北海道に進出開始。

平成25年６月 「住まいる保証21」という保証サービスの提供開始。

平成25年７月 大阪証券取引所の現物市場の東京証券取引所への統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）に上場となる。

平成25年９月 国際ホームページの開設。

平成26年７月 仙台に第一号店をオープン。

平成26年７月 第一回センチュリー21レディスゴルフトーナメント開催。

平成26年10月 石川県に第一号店をオープン。

平成26年12月 仙台オフィス開設。
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３ 【事業の内容】

当社の事業は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントにより構成されております。

当社は、不動産仲介業のフランチャイズ システム(センチュリー21)を日本において展開しているフランチャイ

ザー(チェーン主)であります。事業内容は、米国デラウェア州法人センチュリー21・リアルエステートＬＬＣ(国際

本部)が開発した「センチュリー21マーク等」及び「センチュリー21システム」をフランチャイジー(加盟店)に提供

することであり、その対価として、加盟金、更新料、サービスフィーを受け取っております。具体的には、フラン

チャイザーとして、店舗ネットワークの拡充(下記①)と業務支援サービス(下記②～⑥)を行っております。

①フランチャイズ加盟店の募集

②フランチャイズ加盟店の経営者、管理者並びに営業マンに対する教育・研修

③各種情報システムの提供

④テレビコマーシャル等の共同広告の実施

⑤加盟店及び加盟店の顧客に対する金融・保険サービスの斡旋

⑥加盟店をバックアップするための各種サービス業務の実施

(１)　事業の系統図
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(２)　広告基金組合は当社と全加盟店の共同拠出により設立された広告基金を管理・運営する任意組合であります。

同基金に対する拠出金は当社が加盟店から受領するサービスフィー収入の10％相当額(当該拠出金は当社の損益

計算書上、発生主義に基づき営業原価に計上しております。)及び加盟店からの月額10万円(加盟時に一時金30万

円、４か月目から毎月10万円)であり、平成27年３月期の総額は現金ベースで1,226百万円(当社298百万円、加盟

店927百万円)となっております。同基金組合は“センチュリー21”の一般的知名度向上を目的に全加盟店の共同

の利益のためにのみ実施される広告・広報活動等に使用され、繰越金(余剰金)が発生しないよう当年度中に費消

する方針で運営されております。なお、当社は善管注意義務のある管理者として、拠出金を徴収し、広告・広報

活動等だけに同基金を使用する義務を負っており、その使用明細を示した現金収支計算書を国際本部及び全加盟

店向けに毎期報告しております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(その他の関係会社)       

伊藤忠商事株式会社　(注) 東京都港区 253,448 総合商社 ― 49.7
不動産・建設業界に関する
情報の当社への提供と助言
役員の兼任　２名

 

(注) 有価証券報告書を提出しております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成27年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

68 (3) 43.9 7.2 6,391,569
 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。

２ 括弧内の数字は臨時従業員数であり年間の平均人員を外数で記載しております。

３  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４ 当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、事業のセグメントごとの従業員数は記載

しておりません。

５　前事業年度末に比べ従業員数が16名増加しております。主な理由は、派遣社員から契約社員への変更により

増加したことによるものであります。

 

(2) 労働組合の状況

当社では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国経済は、個人消費に弱さが見られるものの、デフレ脱却を目指した政府・日銀の金

融・財政政策が功を奏し、株価の上昇および大手企業を中心に需要の拡大が広がり、全体としては緩やかな回復

基調が続いております。

当不動産流通業界においては、昨年の消費税率アップ前の駆け込み需要に対する反動による一時的な停滞は見

られたものの、東京都心部を中心に物件価格は依然として強含みで推移しており、今後も持ち直しや緩やかな上

昇が見込まれます。

この中で当社は、「2017年度中に加盟店1,000店舗」を新たな経営目標に掲げ、各種施策を実施いたしまし

た。店舗開発においては首都圏を中心に担当人員を大幅に増員、加盟募集サイトをリニューアル、また仙台に加

盟店募集拠点を設けるなど、更なる加盟店獲得に向けた施策を実施いたしました。既存加盟店に対しては、第一

回接客グランプリを開催することで加盟店の接客対応スキルの底上げを図り、また２月には過去最大規模である

2,000人超の加盟店社員が参加するジャパンコンベンションの開催を通じ、加盟店経営者および従業員のモチべ

―ション維持向上に努めました。国際ホームページに関しましても、アジアを中心とした日本不動産への人気の

高まりを背景に反響数が増加してきております。

このような状況のもとで、当社はサービスフィー収入が前年同期比プラス1.4％で39百万円増加の2,771百万

円、ＩＴサービスは同プラス5.9％で31百万円増加の554百万円、加盟金収入が同プラス11.7％で19百万円増加の

187百万円、その他が同マイナス0.1％で6万円減少の58百万円となり、営業収益全体としては同プラス2.6％で89

百万円増加の3,572百万円となりました。また、営業総利益は前年同期比プラス3.0％で71百万円増加の2,460百

万円となりました。販売費及び一般管理費はその他経費が若干減少したものの、人件費及び貸倒引当金関係が増

加し、前年同期比プラス3.2％で42百万円増加の1,361百万円となりました。その結果、営業利益は前年同期比プ

ラス2.7％で29百万円増加の1,099百万円、経常利益は同プラス2.4％で27百万円増加の1,163百万円、当期純利益

は同プラス8.5％で57百万円増加の731百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ694百万円減少

(67.2％減)し、当事業年度末には338百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動の結果得られた資金は、757百万円（前事業年度は793百万円の収入）となりまし

た。これは主として税引前当期純利益1,161百万円の計上及び法人税等の支払額483百万円によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動の結果使用した資金は、1,117百万円（前事業年度は253百万円の収入）となりま

した。これは主として有価証券の取得による支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動の結果使用した資金は、333百万円（前事業年度は332百万円の使用）となりまし

た。これは、配当金の支出とリース債務の返済による支出によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）における加盟店数の地域別及び営業収益の収入別・地

域別内訳を示すと、次の通りであります。

(単位：店)

地域別 新規加盟店数 退店(解約)数 期末加盟店数 前年同期比(％)

首都圏 35 28 455 101.6

関西圏 27 10 302 106.0

中部圏 6 1 71 107.6

九州圏 6 3 53 106.0

合　計 74 42 881 103.8
 

 

(単位：千円)

地域別
サービス

フィー

前年

同期比

ＩＴ

サービス

前年

同期比
加盟金

前年

同期比
その他

前年

同期比

営業収益

合計

前年

同期比

首都圏 1,822,613  103.7%  554,656  105.9%  102,350 112.8% 55,646  106.4%  2,535,266  104.6%

関西圏  717,258   98.5% - - 61,879 106.4% 2,513 44.4%  781,651  98.7%

中部圏  160,272   91.9% - - 13,100  96.7%   - - 173,372   92.2%

九州圏  71,842   98.2% - - 10,308  188.7%    -      -   82,150  104.3%

合計 2,771,987  101.4%  554,656  105.9%  187,637  111.7%  58,160   99.9% 3,572,442  102.6%

 

(注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 上記サービスフィー収入に対する全加盟店の平成27年３月期地区別総取扱高、総取扱件数および総受取手数

料は、以下の通りであります。

 

(単位：千円／件)

 首都圏 関西圏 中部圏 九州圏 合計

総取扱高 453,946,643 162,635,079 45,669,897    15,565,981 677,817,601

 総取扱件数 292,459 62,788 10,872         8,385 374,504

 総受取手数料 30,045,952 11,824,373 2,551,798      1,134,681 45,556,805
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３ 【対処すべき課題】

当社が今後中長期的戦略を実行して行く為に対処すべき課題としては、下記の事項を考えております。

①　新規地域進出を含め、更なる加盟店ネットワーク規模の拡大（加盟店の積極的募集活動）。

②　加盟店の業務支援サービスの拡充と向上。

ⅰ) お客様の利便性を追求した物件情報開示システム等のIT化の更なる促進。

ⅱ) 加盟店経営者・従業員の知識、スキル、モチベーションアップを目的とした教育・研修の拡充。

ⅲ) 各種広告、広報活動を通じたセンチュリー21ブランドイメージの更なる向上とブランドイメージに見合った

お客様の現場での利用意向度向上。

 

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。

なお、文中における将来の事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月26日）現在において当社が判断した

ものであります。

 

(1) 業績の変動要因

当社の収益の源泉である営業収益は、加盟店から受け取る歩合制のサービスフィー収入と新規加盟時の加

盟金並びに５年毎の契約更新時の更新料を含む加盟金の他、ＩＴサービスフィー等で構成されております。

ただし、当社の営業総利益への影響につきましては、直接的には加盟店数と１店当たりサービスフィー収入

に左右されることになります。しかしながら、１店当たりサービスフィー収入につきましては、中古住宅流

通市場を中心とした不動産市況、地価動向、金利水準、住宅税制、大手不動産仲介業者との競争など外部環

境の影響を受ける可能性があります。

 

(2) フランチャイズ方式について

当社では、不動産仲介事業をフランチャイズ方式で行っており、フランチャイズ加盟店舗数の順調な増加

がその成功の鍵となります。当社がフランチャイズ加盟店に対して、優良なサービスを維持できなくなった

場合や「中小小売商業振興法」等の関連法令への違法行為等があった場合、他社が当社以上のサービスを行

い、フランチャイズ加盟店が当該他社ブランドへ流出した場合、又は一部のフランチャイズ加盟店において

低水準のサービス提供もしくは違法行為等があり、当社のフランチャイズ事業全体のイメージダウンとなっ

た場合、あるいはフランチャイズ加盟企業が集団で独自の事業展開を志向した場合等には、フランチャイズ

加盟店舗数の減少または伸び悩みが生じること等により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(3) フランチャイズ展開

現在、首都圏、関西圏、中部圏及び九州圏を中心にセンチュリー21フランチャイズシステムを運営してお

ります。基本方針としては、経営者の事業意欲及び適格性、周辺地域の市場性などを十分に審査の上で加盟

を認めております。しかし、今後は業績が低水準に止まっている既存加盟店については新規加盟店と入れ替

える政策も促進していく考えであります。上記の地域内においても、また、これら以外の地域においても、

センチュリー21フランチャイズシステムの展開運営余地は、未だ多くあるものと考えておりますが、既存加

盟店との距離制限（400メートルルール）に制約されたり、新規加盟にあたって近接する既存加盟店との調整

が必要な場合もあり、店舗展開が必ずしも当社の計画どおりに進まない可能性があります。

 
(4) ブランドイメージによる影響について

当社及び当社加盟店はすべて「センチュリー21」を統一ブランドとして事業展開をしており、不動産広告

においても、情報の共有化や広告戦略の協力等を行っております。インターネット上で掲載する不動産広告

の内容に不備や不正等があった場合や、これに伴うネガティブな情報や風評が流れた場合には、ブランドイ

メージの低下を招くことにより、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 加盟店が受ける法規制

不動産取引については、「宅地建物取引業法」、「国土利用計画法」、「都市計画法」、「建築基準法」

などの規制があります。当社の加盟店は不動産仲介業者としてそれらの規制を受けており、「宅地建物取引

業法」に基づく免許を取得して不動産の売買または賃貸の仲介、受託販売等の業務を行っております。当社

では、新規加盟にあたって宅地建物取引業法の違反履歴や経営者の風評を含めた適格性を審査しているほ

か、当社内に「お客様相談室」を設置して、顧客クレームに直接対応するなど加盟店の法令遵守及び是正指

導に十分留意しております。しかし、一部の加盟店における法令違反や顧客クレーム等がセンチュリー21グ

ループ全体の信用やイメージを損なうような事態に発展した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 
(6) サブフランチャイズ契約について

センチュリー21・リアルエステートＬＬＣは、センチュリー21の名称を含む商標サービスマーク及び国際

本部機能を有しております。当社は日本国におけるサブフランチャイズ契約を永久契約としているととも

に、経営方針や政策決定及び事業展開について独自の意思決定によって進めております。当社とセンチュ

リー21・リアルエステートＬＬＣとのサブフランチャイズ契約においては、①重大な契約違反（契約不履行

等）があり、かつ、その後30日以内に当該契約不履の是正を怠った場合、②センチュリー21・リアルエス

テートＬＬＣがサブフランチャイザーに対してその前の12ヶ月以内に不履行の通知を与えた不履行が、再度

繰り返された場合、契約の解除事由が発生します。本報告書提出日現在、当該契約の継続に支障を来す要因

は発生しておりません。しかしながら、当該契約の継続に支障を来す要因が発生した場合には、事業活動に

重大な影響を及ぼす可能性があります。

 
(7) システムについて

当社において、システム開発は事業基盤の維持・拡充と関係しており、フランチャイズ加盟店が必要とす

る各種の支援ツールは、業務の効率化、他のフランチャイズチェーンとの差別化等を図るうえで、重要であ

ると考えております。当社では、今後もシステム環境の維持・向上のため、システムの自社開発又は他社へ

の委託等を継続していく方針でありますが、システムの開発・維持運営には多額のコストが必要となる可能

性があり、その結果、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

更に当社は、これらのシステムのバックアップ等を含む運用管理に責任を負っており、当該システムの障

害、大規模広域災害、もしくはコンピュータウィルス等によるデータベースへの影響又はＩＴサービスの中

断等により、当社が損害を被り、又はフランチャイズ加盟店に損害賠償を請求される可能性があり、その結

果当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社のＷｅｂサイトは、一般消費者へ

無料で公開しており、万一、一定期間システムが停止したとしても、一般消費者から損害賠償を受ける可能

性は少ないと考えておりますが、そのような事態が度重なれば、当社Ｗｅｂサイト自体の信用を失うことに

なり、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(8) 個人情報保護について

当社事業においては、営業活動により、多くの一般消費者の個人情報を取り扱っており、個人情報取扱事

業者に該当しております。このため、「個人情報保護マネジメントシステムマニュアル」等を制定するとと

もに、プライバシーマークを取得し、全社的に個人情報の管理の徹底を図っております。しかしながら、不

測の事態によって、当社が保有する個人情報が社外へ漏洩した場合は、社会的信用の失墜、トラブル解決の

ための費用負担等により、当社の業績及び事業活動に影響を与える可能性があります。

 
(9) 人材確保について

当社は、不動産流通事業者のフランチャイズ本部として、加盟店に対し、業務運営サポートや情報提供等

を行っている関係から、不動産業界・不動産仲介業等に関する経験や知識が必要とされております。また、

能力主義に基づく人材登用を重視するとともに、必要少人数と適材適所の人員配置を行っております。しか

しながら、不測の事態に伴う人員の流出や、中途採用が予定どおり進まないことにより、当社の業績及び事

業活動に影響を与える可能性があります。
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(10) 収益の季節的変動性について

当社事業では、不動産流通事業者による不動産売買・仲介等の売上に応じてサービスフィーを得る形式で

あり、フランチャイズ加盟店における収益の季節的変動性の影響を受けております。フランチャイズ加盟店

においては、日本の慣習により、年度末や年度初めでの新卒の入社や人事異動、並びに進学等による転居需

要の多い第４四半期、特に３月に集中する傾向があります。その季節的変動性の要因となっている日本の慣

例や慣習に変化があった場合には、転居需要の分散により、当社の業績及び事業活動に影響を及ぼす可能性

があります。

 
最近２事業年度の各四半期の業績は、次のとおりであります。

(単位：千円)

 

第31期
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

営業収益 827,215 845,205 894,799 915,344 3,482,565

営業損益 253,817 260,063 301,979 254,037 1,069,897

経常損益 266,777 281,117 309,678 278,449 1,136,022
 

 

 

第32期
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

営業収益 835,490 877,787 906,645 952,519 3,572,442

営業損益 248,870 285,349 300,585 264,198 1,099,003

経常損益 260,270 306,115 307,337 289,549 1,163,272
 

 
(11) 伊藤忠商事株式会社グループとの関係について

現在、伊藤忠商事株式会社は、当社株式の46.4％を保有する大株主でありその他関係会社に該当しており

ますが、当社の方針・政策決定及び事業展開については、独自の意思決定によって進めております。また、

当社は不動産仲介フランチャイズ事業を営んでおり、同社及びグループの不動産関連の事業を営む子会社・

関連会社等とは、直接的な競合関係は生じておりませんが、不動産・建設業界に関する情報の提供を随時受

けております。このため、同社グループが経営方針や営業戦略等を変更した場合、当社の業績及び事業展開

に何らかの影響を及ぼす可能性があります。

 
①　人的関係について

当事業年度末日現在において、以下のとおり同社グループの役職員との兼任状況が継続しておりますが、営

業力強化並びに監査業務強化を図り、各者の専門的な知見を基に経営全般に対する提言を得ることを目的とし

ているものであります。

 

当社における役職 氏　名 伊藤忠商事株式会社グループにおける役職

取締役（非常勤） 木造　信之
常務執行役員住生活・情報カンパニー　エグゼクティブ　バイス　
プレジデント兼建設・金融部門長

監査役（非常勤） 角野　俊樹 住生活・情報事業・リスク管理室長兼住生活・情報経営企画部
 

 
②　取引関係について

当社は、伊藤忠商事株式会社をはじめ同社グループとの間に、出向者の受入やオフィス賃貸や空調設備購入

等に係る取引がありますが、いずれの取引も、第三者と同様の条件により行われております。なお、開示すべ

き重要な取引はありません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) サブフランチャイズ契約

 

相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

センチュリー21・リア

ルエステートＬＬＣ

 
米国

センチュリー21の名称を含む商標サービスマーク(以下これらを総

称して「センチュリー21マーク等」という。)及び国際本部が開発

した不動産市場において、より効果的に競争出来るように考案さ

れた戦略、手順及び手法を含む、独立経営の不動産業店舗の販売

促進並びに助力となるようなシステム(以下「センチュリー21シス

テム」という。)の再使用許諾権。

 

・テリトリー

サブフランチャイザーにライセンスされる独占的地域は、日本国

とする。

・サービス料金

サブフランチャイザーが201以上1,000以下のフランチャイジーを

有している期間中、サブフランチャイザーの総収入の10％。

永久

 

(注)　国際本部とは センチュリー21・リアルエステートＬＬＣのことであり、日本本部あるいはサブフランチャイ

ザーは当社のことであります。

 

(2) センチュリー21フランチャイズ契約

 

契約の当事者 契約内容 契約期間

当社

(日本本部)

及び

加盟店

・フランチャイズの許諾

　「日本本部」は「加盟店」に対し、「センチュリー21マーク等」又は「センチュ

リー21システム」の非独占的使用権を許諾し、「加盟店」はこれを受託する。

・更新契約、更新料

　本契約有効期間満了の180日前から90日迄に契約更新をしたい旨の通知を書面にて

「日本本部」に送付すること。

　更に５年間の本契約更新を決定した場合には、更新時点における新規加盟金の

10％相当額を更新料として「日本本部」に現金にて支払わなければならない。

・加盟金

　本契約の締結と同時に、「加盟店」は加盟金として下記金額を「日本本部」が指

定する銀行口座に現金にて支払う。

　　首都圏　　300万円　　関西圏　　250万円　　中部圏　　200万円

　　九州圏　　150万円（税抜き）

　　(但し、支店契約に関しては上記加盟金の２分の１相当額)

・サービスフィー

　本契約有効期間中に加盟店が以下の取引により受領する総売上高(不動産仲介手数

料等)の６％相当額または、加盟店が自ら売主となり販売したマンション・戸建住宅

等の売買代金の0.36％相当額を「日本本部」が指定する銀行口座に当月月末締めで

当月分から最低保証額を調整した金額を翌月４日までに、現金にて支払う。

　　①　宅地建物取引業免許が必要な全ての取引

　　②　建築請負、企画、設計の取引

　　③　宅地以外の土地、建築物及び工作物の売買、賃貸借、交換又は贈与等全て

の処分を含む全ての取引

　　④　「センチュリー21マーク等」又は「センチュリー21システム」を使用する

全ての取引

・広告基金分担金　　　　月額　10万円(税抜き)

　公共的広告宣伝・市場調査の費用

５年
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月26日）現在において当社が判断したも

のであります。

 

(1) 今期の経営成績

営業収益は、サービスフィー収入が2,771百万円で前年同期比1.4％の増加となりました。また、ＩＴサー

ビス収入は554百万円で前年同期比5.9％の増加、加盟金収入は当期中に74店舗の加盟があり187百万円の同

11.7％の増加、その他は58百万円で同0.1％の減少となり、全体では3,572百万円となり同2.6％の増加となり

ました。一方、販売費及び一般管理費は1,361百万円となり同3.2％の増加となりました。その結果、営業利

益は1,099百万円で同2.7％の増加、経常利益は1,163百万円で同2.4％の増加、当期純利益は731百万円で同

8.5％の増加となりました。

 

(2) 今期の財政状態

当事業年度末における流動資産の残高は4,434百万円で、前事業年度末に比べ409百万円増加しておりま

す。有価証券の増加が主な要因であります。

当事業年度末における固定資産の残高は1,026百万円で、前事業年度末に比べ105百万円増加しておりま

す。投資その他の資産の増加が主な要因であります。

当事業年度末における流動負債の残高は669百万円で、前事業年度末に比べ30百万円減少しております。未

払法人税等の減少が主な要因であります。

当事業年度末における固定負債の残高は258百万円で、前事業年度末に比べ１百万円増加しております。

リース債務及び繰延税金負債の増加が主な要因であります。

当事業年度末における純資産の残高は4,533百万円で、前事業年度末に比べ544百万円増加しております。

繰越利益剰余金の増加が主な要因であります。

 

(3) 流動性及び資金の源泉

営業活動によるキャッシュ・フローでは、757百万円（前事業年度は793百万円の収入）の収入となりまし

た。これは主として税引前当期純利益1,161百万円の計上及び法人税等の支払額483百万円によるものであり

ます。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、1,117百万円（前事業年度は253百万円の収入）の使用となりま

した。これは主として有価証券の取得による支出によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、333百万円（前事業年度は332百万円の使用）の使用となりまし

た。これは、配当金の支出とリース債務の返済による支出によるものであります。

 

(4) 今後の方針

当社の事業は「センチュリー21ネットワーク規模の拡大（加盟店募集業務）」と「加盟店業績向上の為の

業務支援サービス（教育・研修など）」に大別され、これらの事業を両輪として業務拡大に努めて行く所存

であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの設備投資等の概要の記載

はしておりません。

当事業年度につきましては、総額63,503千円の設備投資を行いました。

その主なものとしては、有形固定資産については、入退室セキュリティーシステム、無形固定資産については

21NET、KEINシステムリニューアル、加盟店HPパック21リニューアル、賃貸オウチーノ物件連動システムがありま

す。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの主要な設備の状況の記載

はしておりません。

(平成27年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）

建物附属
設備

車両
運搬具

工具、器具
及び備品

リース資産
有形固定
資産合計

ソフト
ウエア

リース資産
電話
加入権

本社
(東京都港区)

(注)１

会社統括業務及び
営業活動業務

15,444 1,474 7,387 44,099 68,405 54,137 45,778 1,893

大阪支店
(大阪市北区)

営業活動業務 9,749 1,468 1,138 - 12,356 - - 72

名古屋支店
(名古屋市中区)

営業活動業務 1,221 1,899 1,694 - 4,814 - - -

九州支店
(福岡市博多区)

営業活動業務 4,071 655 1,239 - 5,966 - - -

合計 30,486 5,497 11,459 44,099 91,543 54,137 45,778 1,966
 

 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円） 従業
員数
(名)無形固定

資産合計
固定資産
合計

本社
(東京都港区)

(注)１

会社統括業務及び
営業活動業務

101,810 170,216 47

大阪支店
(大阪市北区)

営業活動業務 72 12,428 12

名古屋支店
(名古屋市中区)

営業活動業務 - 4,814 5

九州支店
(福岡市博多区)

営業活動業務 - 5,966 4

合計 101,882 193,425 68
 

(注) １　ソフトウエアにつきましては事業所別に区分が不可能なため、本社に一括して計上しております。

２　賃借している事務所の概要は以下の通りであります。
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事業所名 賃借先 専有面積

本社 吉川合名会社  804.37㎡

大阪支店 阪急電鉄株式会社  160.80㎡

名古屋支店 伊藤忠商事株式会社 160.23㎡

九州支店 星光ビル管理株式会社  107.23㎡
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの設備の新設、除却等の計

画の記載はしておりません。

(1) 重要な設備の新設等

今後につきましても自己資金によりＩＴ関連投資を継続して行い、ハードウェアとソフトウエアの購入(一部は

リース)に毎年約100百万円のＩＴ関連投資(維持費用含む)を計画しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,325,000 11,325,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であります。

計 11,325,000 11,325,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年４月１日(注１) 2,242,350 2,265,000 - 517,750 - 168,570

平成27年１月１日(注２) 9,060,000 11,325,000 - 517,750 - 168,570
 

(注) １．平成25年４月１日付で普通株式１株を普通株式100株に分割しております。

２．平成27年１月１日付をもって１株を５株に分割し、発行済株式総数が9,060,000株増加し、提出日現在の発

行済株式総数は、11,325,000株となっております。

 

(6) 【所有者別状況】

(平成27年３月31日現在)

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 6 11 88 16 4 1,688 1,813 ―

所有株式数
(単元)

- 12,910 536 62,506 2,498 120 34,665 113,235 1,500

所有株式数
の割合(％)

- 11.40 0.47 55.19 2.21 0.11 30.62 100.00 ―
 

(注) 自己株式747,500株は、「個人その他」に含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

(平成27年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２－５－１ 5,260,000 46.44

株式会社センチュリー21・ジャパン 東京都港区北青山２－１２－１６ 747,500 6.60

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞ヶ関１－４－１ 700,000 6.18

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 500,000 4.41

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 240,000 2.11

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 221,500 1.95

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 200,000 1.76

田辺幸子 東京都大田区 144,500 1.27

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 125,000 1.10

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED

STOCK FUND(PRINCIPAL ALL SECTOR

 SUBPORTFOLIO)

（常任代理人株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON MA 02210
U.S.A
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

92,800 0.81

計  8,231,300 72.68
 

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）221,500株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成27年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 747,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,576,000
105,760 ―

単元未満株式
普通株式

   1,500
― ―

発行済株式総数 11,325,000 ― ―

総株主の議決権 ― 105,760 ―
 

 

② 【自己株式等】

(平成27年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社センチュリー21・

ジャパン(自己保有株式)
東京都港区北青山2-12-16  747,500 ―  747,500  6.60

計 ―  747,500 ―  747,500  6.60
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（円） 株式数（株） 処分価額の総額（円）

引き受ける者の募集を行っ

た取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自

己株式
― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割

に係る移転を行った取得自

己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 747,500 ― 747,500 ―
 

 

３ 【配当政策】

(1) 利益配当の基本方針

当社の業務の特性と致しまして有力な資産は人的資源とブランドエクイティーです。設備や事業に対しての大き

な投資はありません。完全な Low Risk and Middle Return のビジネスモデルになっております。

当社の株主の皆様に対する利益配分につきましては、安定的な配当を継続して実施することを経営の重要目標の

一つとして位置付けております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款において定めております。

 

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年10月24日

取締役会
普通株式 158,662 75 平成26年９月30日 平成26年12月１日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 264,437 25 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(2) 当事業年度の配当決定

このような方針に基づき、当期は１株当たりの中間配当金を75円とし、１株当たりの年間配当金を100円といた

しました。この結果、当期の配当性向は、57.9％となりました。

 

(3) 内部留保資金の使途

内部留保資金につきましては、経営体質の充実並びに将来の事業の拡大に役立ててまいる所存であります。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 307,000 330,000
414,000

※(1)4,100
4,185

5,000
※(2)1,340

最低(円) 231,000 261,000
280,000

※(1)3,650
3,410

3,700
※(2)978

 

(注) １．最高・最低株価は、平成22年４月１日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に

おけるものであり、平成22年10月12日から平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタン

ダード)におけるものであり、平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけ

るものであります。

２．※(1)印は、平成25年４月１日付の株式分割（１：100）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。

３．※(2)印は、平成27年１月１日付の株式分割（１：５）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高(円) 4,170 4,245 5,000
5,000
※1,340

※1,076 ※1,190

最低(円) 3,990 4,120 4,160
4,475
※978

※988 ※1,020
 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

２．※印は、平成27年１月１日付の株式分割（１：５）による権利落後の最高・最低株価を示しております。
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５ 【役員の状況】

男性12名　女性-名　（役員のうち女性の比率-％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長 代表取締役 猪　熊　茂　男 昭和25年11月29日生

昭和48年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注3 700

平成４年４月 同社　建設部建設第三課長

平成８年４月 同社　名古屋支社　建設部長代行

平成14年４月 同社　建設・不動産部門長代行

平成18年６月 同社　審議役

平成21年４月 伊藤忠アーバンコミュニティ株式会

社　出向　顧問

平成21年６月 同社　代表取締役社長

平成26年４月 同社　顧問

平成26年５月 当社　顧問

平成26年６月 当社　代表取締役社長(現任)

専務取締役 社長補佐 杉　江　康　次 昭和35年８月15日生

昭和59年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注3 2,300

平成12年４月 同社　大阪建設第三課長

平成13年４月 同社　建設・不動産部門企画統括課

長

平成15年４月 同社　業務部

平成20年４月 同社　ITOCHU DNAプロジェクト室長

平成21年４月 同社　建設第一部長代行

平成22年４月 同社　建設第一部長

平成24年４月 当社　出向・社長付

平成24年６月 当社　転籍・常務取締役サポート本

部長兼東京本店長

平成25年６月 当社　専務取締役サポート本部長兼

東京本店長

平成27年４月 当社　専務取締役社長補佐(現任)

常務取締役

職能本部長

兼人事総務

部長兼コン

プライアン

ス管掌

藤　井　誠　之 昭和26年８月27日生

昭和50年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注3 2,300

昭和59年７月 伊藤忠スペイン会社　ＤＩＲＥＣＴ

ＯＲ(スペイン駐在)

平成13年６月 伊藤忠商事株式会社　財務部プロ

ジェクトファイナンス室長

平成16年４月 同社　伊藤忠ジャカルタ事務所長代

行（インドネシア駐在）

平成17年４月 伊藤忠インドネシア会社　副社長

（インドネシア駐在）

平成20年10月 伊藤忠商事株式会社　名古屋支社財

経総務部長

平成23年４月 同社　名古屋支社管理部長

平成24年５月 同社　退社

平成24年６月 当社　常務取締役総務経理部長兼コ

ンプライアンス管掌

平成27年４月 当社　常務取締役職能本部長兼人事

総務部長兼コンプライアンス

管掌(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

フランチャ

イズ開発

本部長

守　屋　光　裕 昭和33年５月１日生

昭和58年４月 株式会社ダイア建設入社

注3 17,200

昭和60年５月 株式会社プロンドエム設立取締役就

任

平成４年１月 当社　入社

平成11年１月 当社　東京本社マーケッティング部

長

平成18年６月 当社　取締役

平成18年７月 当社　取締役東京営業本部長代行兼

東京マーケッティング部長

平成23年７月 当社　取締役東京マーケッティング

部長

平成24年７月 当社　取締役フランチャイズ開発本

部長兼東京マーケッティング

部長

平成27年４月 当社　取締役フランチャイズ開発本

部長(現任)

取締役

フランチャ

イズサポー

ト本部長

赤　羽　秀　幸 昭和30年10月22日生

昭和55年４月 日本エヌ・シー・アール株式会社入

社

注3 9,100

昭和63年４月 東急リゾート株式会社入社

平成３年10月 当社　入社

平成12年９月 当社　情報化推進室長

平成17年１月 当社　ＦＣシステム開発部長

平成22年６月 当社　取締役ＦＣシステム開発部長

平成23年７月 当社　取締役サポート推進本部長兼

ＦＣシステム開発部長

平成25年７月 当社　取締役企画開発グループ長兼

ＦＣシステム開発部長兼企画

開発部長

平成27年４月 当社　取締役フランチャイズサポー

ト本部長(現任)

取締役
特命担当

役員
石　川　幸　雄 昭和27年７月24日生

昭和51年４月 野村證券投資信託販売株式会社入社

注3 12,800

昭和56年11月 株式会社セブンーイレブン・ジャパ

ン入社

昭和62年８月 当社　入社

平成16年７月 当社　東京フィールドサービス部長

平成17年７月 当社　名古屋支店長兼名古屋フィー

ルドサービス部長兼名古屋

マーケッティング部長

平成20年７月 当社　西日本営業本部長代行兼名古

支店長兼名古屋フィールド

サービス部長兼名古屋マー

ケッティング部長

平成23年６月 当社　取締役大阪支店長

平成27年４月 当社　取締役特命担当役員(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役  木　造　信　之 昭和28年４月24日生

昭和51年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注3 ―

昭和58年10月 伊藤忠ハウジング株式会社出向

平成７年４月 伊藤忠商事株式会社建設部建設第３

課長

平成12年８月 同社　建設部長代行

平成15年４月 同社　建設部長

平成20年４月 同社　建設・不動産部門長

平成20年６月 当社　取締役(現任)

平成21年４月 伊藤忠商事株式会社執行役員建設・

不動産部門長

平成24年４月 同社　常務執行役員建設・金融部門

長

平成25年４月 同社　常務執行役員住生活・情報カ

ンパニーエグゼクティブ　バ

イス　プレジデント兼建設・

金融部門長

平成27年４月 同社　常務執行役員住生活・情報カ

ンパニーエグゼクティブ　バ

イス　プレジデント兼建設・

物流部門長(現任)

取締役  安　藤　　寛 昭和24年４月11日生

昭和48年４月 株式会社第一勧業銀行入行

注3 ―

平成６年11月 第一勧業証券株式会社　資本市場第

二部長

平成12年10月 Mizuho Bank (Switzerland) Ltd

社長

平成14年４月 みずほ証券株式会社　執行役員兼

Mizuho Bank (Switzerland)

Ltd　社長

平成15年２月 日本土地建物株式会社　入社　顧問

平成15年３月 同社　執行役員　営業本部　資産開

発運用部証券化グループ担当

平成16年11月 同社　常務執行役員　不動産ソ

リューション本部　資産開発

運用部担当

平成21年11月 同社　専務執行役員　投資事業開発

部担当

平成25年１月 日本土地建物株式会社　監査役兼日

本土地建物販売株式会社　監

査役(非常勤)

平成27年１月 日本土地建物株式会社　常勤顧問

（現任）

平成27年６月 当社　取締役（現任）

取締役  平　田　誠　一 昭和29年３月５日

昭和52年４月 住友信託銀行株式会社入行

注3 ―

平成13年10月 同行　公的資金運用部長兼投資顧問

部長

平成17年６月 同行　綜合運用部長

平成18年６月 同行　執行役員総合運用部長

平成24年４月 三井住友トラスト・カード株式会

社　取締役社長長

平成27年４月 三井住友トラスト・パナソニック

ファイナンス株式会社　常勤

監査役(現任)

平成27年６月 当社　取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役  池　田　佳　史 昭和27年６月28日生

昭和50年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注4 ―

昭和58年２月 マツダ・ドイツ（ＭＭＤ）出向

平成４年10月 伊藤忠商事株式会社　自動車第二部

自動車第六課長

平成11年４月 同社　自動車米州部長

平成17年４月 同社　物流部門長

平成18年４月 同社　金融・不動産・保険・物流カ

ンパニーＣＩＯ

平成23年７月 株式会社オリエントコーポレーショ

ン　執行役員市場開発グルー

プ　伊藤忠連携推進部　担

当　兼　営業推進グループ　

渉外担当

平成26年６月 当社　顧問

平成26年６月 当社　監査役(現任)

監査役  吉　村　徳一郎 昭和42年６月27日生

平成２年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注4 ―

平成17年４月 同社　金融ソリューション部金融ソ

リューション課長

平成19年４月 伊藤忠キュピタル証券株式会社　出

向

平成23年４月 ＩＦＥ出向(MANAGING DIRECTOR)(ロ

ンドン駐在)

平成26年５月 伊藤忠商事株式会社　財務部市場運

用室長代行

平成27年５月 同社　住生活・情報カンパニー　　

ＣＦＯ補佐　兼　住生活・情

報　事業・リスク管理室長

(現任)

平成27年６月 当社　監査役(現任)

監査役  吉　澤　　　航 昭和47年１月10日生

平成６年４月 新宿監査法人入社

注4 ―

平成11年３月 メリルリンチ証券会社東京支店入社

平成19年４月 株式会社モルガン・スタンレー・プ

ロパティーズ・ジャパン（現

モルガン・スタンレー・キャ

ピタル株式会社）入社

平成20年５月 ジャパン・ビジネス・アシュアラン

ス株式会社入社

平成23年10月 吉澤公認会計士事務所開業代表（現

任）

平成24年５月 ブライト・パートナーズ株式会社設

立代表取締役（現任）

平成26年６月 当社　監査役(現任)

計 44,400
 

(注) 1. 取締役木造信之氏、安藤寛氏、平田誠一氏は、社外取締役であります。

2. 監査役吉村徳一郎氏、吉澤航氏は、社外監査役であります。

3. 取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

4. 監査役の任期は、次のとおりであります。

池田　佳史氏　平成26年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会の終

結の時まで。

吉村徳一郎氏　平成27年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会の終

結の時まで。

吉澤　　航氏　平成26年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会の終

結の時まで。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンス体制の概要・当該体制を採用する具体的な理由

イ　コーポレート・ガバナンス体制の概要

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の合計３名体制で構成されてお

り経営に関する監視機能を強化しております。取締役会は、取締役９名（代表取締役１名含む。）で構成

されており、重要案件が生じた時には臨時取締役会を都度開催し、迅速な経営判断が行える体制を整えて

おります。なお、定款において、取締役の員数は10名以内と定めており、また取締役の選任決議は、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決

権の過半数をもって行うこと及び選任決議は、累積投票によらないこととしております。
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ロ　当該体制を採用する具体的な理由

当社は株主重視を基本とし、経営環境の変化に迅速に対応するために正確な経営情報の把握と、機動的な意

思決定を目指し、また同時に経営管理機能の充実も重要であると考えております。その実現のために、ステー

クホルダーとの良好な関係を築くとともに、現在の株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上

の機能制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えてお

り、当該体制を採用しております。

ハ　内部統制システムの整備の状況

取締役会において経営に関する基本方針や重要な業務執行の決定を行うとともに監査役が各取締役の業務執

行状況を監督しております。監査役は、適切な提言・助言を行いつつ内部牽制機能を確保するよう心掛けてお

ります。

また、コンプライアンス委員会を設置し、特に個人情報保護法に対応すべく諸施策を実施しております。

ニ　リスク管理体制の整備の状況

当社は、重要な法的課題及び経営判断に関するリスクについては、必要に応じて外部の顧問弁護士に相談

し、関係部門で検討を行っております。また、重要案件については取締役会で決定し、状況の確認を行なって

おります。

 

②　内部監査役・監査役監査の組織・人員・手続

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会などの重要な会議に出席し意見を述べ、取締役の業務執行状

況の監督を行い、経営監視体制を整備しております。また、内部監査体制として監査部（１名）を設置し、当

社の業務監査を行い、問題点の指摘、改善策の提案などを実施しております。監査役は、会計監査人と監査業

務に関し適宜情報交換を行い、また監査部とも内部監査に関し適宜情報交換を行い、それぞれ緊密な連携を

図っております。

 

③　社外取締役・社外監査役について

当社は、社外取締役３名、及び社外監査役２名を選任しております。

社外取締役は、毎月の定例取締役会及び必要に応じて開催する臨時取締役会に出席し、経営に対する監視・

助言等を行っております。また、社外監査役は監査役会等にて、社内情報の収集に努めるとともに、取締役会

に出席し、独立性・実効性の高い監査を行っております。加えて、社外監査役を含む監査役会は内部監査室及

び会計監査人と連携を取り、効果的かつ効率的な監査の実施を図るため、情報共有及び意見交換を行っており

ます。

社外取締役である木造信之氏は、大株主である伊藤忠商事株式会社から招聘した役員であります。過去にお

いて伊藤忠ハウジング株式会社に出向したことがあり、現在は、伊藤忠商事株式会社常務執行役員住生活・情

報カンパニーエグゼクティブバイスプレジデント兼建設・金融部門長を兼任しております。同氏は、一貫して

不動産・建設業界を経験しており、同業界に関する高い知見を有していることから、不動産・建設業界におけ

る経営全般に対し、提言等を得る目的で招聘いたしました。伊藤忠商事株式会社及び同社グループと当社との

関係は「第２　事業の状況　４　事業等のリスク　(4) 伊藤忠商事株式会社グループとの関係について」に記

載したとおりであります。

社外取締役である安藤寛氏は、大株主である日本土地建物株式会社から招聘した役員であります。同氏は、

過去に都市銀行の現地法人社長や日本土地建物株式会社の監査役等の経験を有するとともに、同社の専務執行

役員等を歴任しており、不動産・建設業界に加え、金融機関についても高い知見を有していることから、営

業・管理の両面から、経営全般に係る提言等を得る目的で招聘いたしました。なお、当社との間に特別な利害

関係はありません。

社外取締役である平田誠一氏は、当社の株主名簿管理人である三井住友信託銀行から招聘した役員でありま

す。同社とは通常の株式事務委託契約に伴う取引がありますが、同氏との間に特別な利害関係はありません。
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社外監査役である吉村徳一郎氏は、大株主である伊藤忠商事株式会社から招聘した役員であります。現在

は、同社の住生活・情報カンパニーＣＦＯ補佐を兼任しており、財務戦略についての適切な提言等を得る目的

で招聘しております。伊藤忠商事株式会社及び同社グループと当社との関係は「第２　事業の状況　４　事業

等のリスク　(4) 伊藤忠商事株式会社グループとの関係について」に記載したとおりであります。

社外監査役である吉澤航氏は、吉澤公認会計士事務所から招聘した役員であります。公認会計士として培わ

れた専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただく目的で招聘しております。同氏との間に特別

な利害関係はありません。

当社において、社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、取締役会や監査役会の監査機能強化を目的

として、会社の最高権限者である代表取締役などと直接の利害関係のない独立した有識者や専門的な知識・経

験等を持つ者を選任し、当社の経営に役立てることを基本的な考え方としております。

社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針はありませんが、東京証券取引所

の役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

 

④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（名）

基本報酬
ストックオ
プション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。)

122,006 88,601 - - 33,405 7

監査役
（社外監査役を除く。)

11,730 11,730 - - - 2

社外役員 9,240 9,240 - - - 6
 

 

ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社業績を基本に、グループ他社の状況も勘案し、報酬等の額を決定する方針であります。また、その決

定方法は、代表取締役により決定されます。

 

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

該当事項はありません。

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式
　

 
前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

 
貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金の
合計額

売却損益の合
計額

評価損益の合
計額

非上場株式 117 117 5,019 - -

非上場株式以外の株式 593,460 777,870 26,252 - 335,981
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⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数、所属する監査法人名並びに監査業務に

係る補助者の構成については、以下のとおりであります。
　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属監査法人 継続監査年数

池　田　　　敬　二 有限責任 あずさ監査法人 ４年

神　宮　　　厚　彦 有限責任 あずさ監査法人 ３年
 

 

監査業務に係る補助者の構成 人数

公　認　会　計　士 ２名

そ　　　の　　　他 ７名
 

(注) その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

 

⑦　取締役の定数

当社は、取締役の定数を10名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧　取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において決議権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨及び選任決議は、累積投票によらな

いことを定款で定めております。

 

⑨　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等を機動的に実施するため、毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議によって

会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款に定めております。

 

⑩　自己株式取得の決定機関

当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

　

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

18,000 ― 18,000 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社センチュリー２１・ジャパン(E05238)

有価証券報告書

30/70



第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日ま

で)の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人との連携や

各種セミナー等への積極的な参加を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 633,064 438,948

  営業未収入金 504,829 518,669

  有価証券 2,899,990 3,500,000

  前払費用 14,266 24,989

  繰延税金資産 82,695 70,021

  その他 17,945 21,312

  貸倒引当金 △128,016 △139,321

  流動資産合計 4,024,774 4,434,619

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 102,077 97,727

    減価償却累計額 △64,676 △67,240

    建物附属設備（純額） 37,400 30,486

   車両運搬具 19,070 19,070

    減価償却累計額 △10,466 △13,573

    車両運搬具（純額） 8,604 5,497

   工具、器具及び備品 169,451 173,727

    減価償却累計額 △155,082 △162,267

    工具、器具及び備品（純額） 14,368 11,459

   リース資産 73,171 57,521

    減価償却累計額 △16,523 △13,421

    リース資産（純額） 56,647 44,099

   有形固定資産合計 117,020 91,543

  無形固定資産   

   ソフトウエア 70,228 54,137

   リース資産 2,956 45,778

   電話加入権 1,966 1,966

   無形固定資産合計 75,151 101,882

  投資その他の資産   

   投資有価証券 593,577 777,987

   長期貸付金 5,597 184

   固定化営業債権 ※1  90,514 ※1  108,176

   長期前払費用 614 252

   差入保証金 52,838 52,056

   繰延税金資産 79,705 -

   その他 1,983 3,024

   貸倒引当金 △96,111 △108,360

   投資その他の資産合計 728,719 833,320

  固定資産合計 920,891 1,026,746

 資産合計 4,945,666 5,461,365
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 173,558 174,439

  リース債務 15,015 19,924

  未払金 73,000 83,090

  未払費用 29,534 28,036

  未払法人税等 301,015 196,386

  未払消費税等 22,844 86,022

  前受金 16,327 13,106

  預り金 13,080 13,318

  賞与引当金 55,000 55,000

  流動負債合計 699,377 669,325

 固定負債   

  リース債務 45,153 71,123

  長期未払金 37,396 3,991

  繰延税金負債 - 13,780

  退職給付引当金 89,792 98,932

  リフォーム保障引当金 82,782 68,542

  資産除去債務 2,100 2,240

  固定負債合計 257,225 258,609

 負債合計 956,602 927,935

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 517,750 517,750

  資本剰余金   

   資本準備金 168,570 168,570

   資本剰余金合計 168,570 168,570

  利益剰余金   

   利益準備金 30,724 30,724

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,693,778 4,107,825

   利益剰余金合計 3,724,502 4,138,549

  自己株式 △518,765 △518,765

  株主資本合計 3,892,057 4,306,104

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 97,005 227,325

  評価・換算差額等合計 97,005 227,325

 純資産合計 3,989,063 4,533,429

負債純資産合計 4,945,666 5,461,365
 

 

EDINET提出書類

株式会社センチュリー２１・ジャパン(E05238)

有価証券報告書

34/70



② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業収益   

 サービスフィー収入 2,732,858 2,771,987

 ＩＴサービス収入 523,555 554,656

 加盟金収入 167,929 187,637

 その他 58,222 58,160

 営業収益合計 3,482,565 3,572,442

営業原価 1,093,281 1,111,668

営業総利益 2,389,284 2,460,774

販売費及び一般管理費 ※1  1,319,386 ※1  1,361,770

営業利益 1,069,897 1,099,003

営業外収益   

 受取利息 3,466 2,678

 受取配当金 27,839 31,271

 研修教材販売収入 23,987 21,657

 受取事務手数料 10,441 10,489

 その他 3,948 2,920

 営業外収益合計 69,684 69,018

営業外費用   

 支払利息 850 2,420

 為替差損 2,708 2,328

 その他 0 0

 営業外費用合計 3,559 4,749

経常利益 1,136,022 1,163,272

特別損失   

 有形固定資産除却損 - 2,032

 有形固定資産売却損 340 -

 特別損失合計 340 2,032

税引前当期純利益 1,135,682 1,161,240

法人税、住民税及び事業税 470,000 377,800

法人税等調整額 △8,355 52,068

法人税等合計 461,645 429,868

当期純利益 674,037 731,372
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【営業原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

サービスフィー原価  285,395 26.1 295,948 26.6

広告拠出金  275,166 25.2 277,414 25.0

ＩＴサービス原価  478,600 43.8 478,182 43.0

人件費  37,940 3.5 43,055 3.9

その他  16,178 1.4 17,067 1.5

営業原価  1,093,281 100.0 1,111,668 100.0
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③ 【株主資本等変動計算書】

　

 前事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 517,750 168,570 168,570 30,724 3,337,065 3,367,790 △518,765 3,535,345

当期変動額         

剰余金の配当     △317,325 △317,325  △317,325

当期純利益     674,037 674,037  674,037

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － 356,712 356,712 － 356,712

当期末残高 517,750 168,570 168,570 30,724 3,693,778 3,724,502 △518,765 3,892,057
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 157,753 157,753 3,693,099

当期変動額    

剰余金の配当   △317,325

当期純利益   674,037

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△60,747 △60,747 △60,747

当期変動額合計 △60,747 △60,747 295,964

当期末残高 97,005 97,005 3,989,063
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当事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 517,750 168,570 168,570 30,724 3,693,778 3,724,502 △518,765 3,892,057

当期変動額         

剰余金の配当     △317,325 △317,325  △317,325

当期純利益     731,372 731,372  731,372

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － 414,047 414,047 － 414,047

当期末残高 517,750 168,570 168,570 30,724 4,107,825 4,138,549 △518,765 4,306,104
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 97,005 97,005 3,989,063

当期変動額    

剰余金の配当   △317,325

当期純利益   731,372

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
130,319 130,319 130,319

当期変動額合計 130,319 130,319 544,366

当期末残高 227,325 227,325 4,533,429
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 1,135,682 1,161,240

 減価償却費 62,100 62,004

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,533 9,140

 リフォーム保障引当金の増減額（△は減少） △12,979 △14,240

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 23,554

 受取利息及び受取配当金 △31,306 △33,950

 支払利息 850 2,420

 有形固定資産除却損 - 2,032

 有形固定資産売却損益（△は益） 340 -

 営業債権の増減額（△は増加） △40,076 △31,501

 前払費用の増減額（△は増加） △526 △10,723

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,550 5,555

 営業債務の増減額（△は減少） 3,798 881

 長期未払金の増減額（△は減少） - △33,405

 未払金の増減額（△は減少） 1,428 10,090

 未払費用の増減額（△は減少） △3,145 △1,497

 未払消費税等の増減額（△は減少） 7,150 63,177

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 6,063 △2,156

 小計 1,140,393 1,212,622

 利息及び配当金の受取額 35,404 30,454

 利息の支払額 △850 △2,420

 法人税等の支払額 △381,211 △483,116

 営業活動によるキャッシュ・フロー 793,736 757,539

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △100,000

 有価証券の取得による支出 △199,993 △1,399,993

 有価証券の償還による収入 499,993 399,993

 有形固定資産の取得による支出 △26,194 △6,493

 無形固定資産の取得による支出 △19,400 △9,780

 長期前払費用の取得による支出 △399 -

 出資金の払込による支出 - △3,024

 出資金の回収による収入 - 1,983

 差入保証金の差入による支出 △921 △1,361

 差入保証金の回収による収入 759 705

 投資活動によるキャッシュ・フロー 253,844 △1,117,970

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △317,325 △317,325

 リース債務の返済による支出 △14,850 △16,350

 財務活動によるキャッシュ・フロー △332,175 △333,675

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 715,405 △694,106

現金及び現金同等物の期首残高 317,648 1,033,054

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,033,054 ※1  338,948
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

①平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

②平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　８～18年

工具器具備品　　２～20年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付見込額に基づき計上しております。退職給付引当金及

び退職給付費用の計算に、退職給付にかかる期末自己都合要支給額の100％を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。
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(4) リフォーム保障引当金

賃貸人の退去リフォーム保障の費用に備えるため、退去リフォーム保障規程に基づく期末要支給額の100％相当額

を引当計上しております。

 

４　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなります。

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等は、税抜方式により処理しております。

 

EDINET提出書類

株式会社センチュリー２１・ジャパン(E05238)

有価証券報告書

41/70



 

(貸借対照表関係)

※１　財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であります。

 

(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

　給与及び賞与 317,979千円 392,248千円

　役員報酬 107,660千円 109,571千円

　賞与引当金繰入額 55,000千円 55,000千円

　退職給付費用 13,533千円 9,140千円

　賃借料 111,360千円 106,166千円

　減価償却費 40,607千円 41,545千円

　業務委託費 176,609千円 167,873千円

　人材派遣費 64,351千円 10,976千円

　会議費 83,521千円 106,430千円

　貸倒引当金繰入額 21,604千円 35,813千円

     
販売費に属する費用のおおよその
割合

75％ 76％ 

一般管理費に属する費用のおおよ
その割合

25％ 24％ 
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 22,650 2,242,350 - 2,265,000
 

（注）平成25年１月25日開催の取締役会の決議により、平成25年４月１日を効力発生日として株式１株につき100

株の株式分割を行っております。これにより発行済株式数は2,242,350株増加しております。
 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,495 148,005 - 149,500
 

（注）平成25年１月25日開催の取締役会の決議により、平成25年４月１日を効力発生日として株式１株につき100

株の株式分割を行っております。これにより自己株式数は148,005株増加しております。
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月19日
定時株主総会

普通株式 158,662 7,500 平成25年３月31日 平成25年６月20日

平成25年10月25日
取締役会

普通株式 158,662 75 平成25年９月30日 平成25年11月29日
 

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 158,662 75 平成26年３月31日 平成26年６月19日
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,265,000 9,060,000 - 11,325,000
 

（注）平成26年12月１日開催の取締役会の決議により、平成27年１月１日を効力発生日として株式１株につき５株の

株式分割を行っております。これにより発行済株式数は9,060,000株増加しております。
 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 149,500 598,000 - 747,500
 

（注）平成26年12月１日開催の取締役会の決議により、平成27年１月１日を効力発生日として株式１株につき５株の

株式分割を行っております。これにより自己株式数は598,000株増加しております。
 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月18日
定時株主総会

普通株式 158,662 75 平成26年３月31日 平成26年６月19日

平成26年10月24日
取締役会

普通株式 158,662 75 平成26年９月30日 平成26年12月１日
 

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 264,437 25 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金 633,064千円 438,948千円

有価証券 2,899,990千円 -千円

預入期間が３ヶ月を超える   

譲渡性預金等 △2,500,000千円 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,033,054千円  338,948千円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・　有形固定資産

主として基幹システム用サーバー（工具、器具及び備品）であります。

・　無形固定資産

主として基幹システム用ソフトウエアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金はすべて自己資金により賄っております。余資は、譲渡性預金及び定期預金にて運用してお

ります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である営業未収入金及び固定化営業債権は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に市場価格の変動リスクに晒されております。有価証券は、資金運用方針に従い、譲渡性預金として金融機関に

対して、預け入れを行っているものであります。差入保証金は、主に本社・事業所建物の賃貸借契約に伴うもので

あります。

営業債務である営業未払金、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は、ほとんど１年以内の支払期日でありま

す。ファイナンス・リース取引に係る債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日

は決算後、最長で５年以内であります。長期未払金は、役員退職慰労金の打ち切り支給に係る債務であり、各役員

の退職時に支給する予定であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権である営業未収入金及び固定化営業債権について、フィールドサービス部が取引先の状況を

モニタリングし、残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

差入保証金については、信用度の高い企業と賃貸借契約を結ぶこととしております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部からの報告に基づき総務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより流動性リスクを

管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注２）参照）

 

前事業年度（平成26年３月31日）

　(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 633,064 633,064 -

(2) 営業未収入金 504,829   

   貸倒引当金（＊１） △128,016   

 376,813 376,813 -

(3) 有価証券 2,899,990 2,899,990 -

(4) 投資有価証券 593,460 593,460 -

(5) 固定化営業債権 90,514   

   貸倒引当金（＊１） △90,514   

 - - -

(6) 差入保証金 52,838 52,825 △13

資産計 4,556,166 4,556,152 △13

(1) 営業未払金 173,558 173,558 -

(2) 未払金 73,000 73,000 -

(3) 未払法人税等 301,015 301,015 -

(4) 未払消費税等 22,844 22,844 -

(5) リース債務 60,168 58,501 △1,667

(6) 長期未払金 37,396 37,278 △118

負債計 667,984 666,198 △1,785
 

＊１　営業未収入金及び固定化営業債権については、貸倒引当金を控除しております。
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当事業年度（平成27年３月31日）

　(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 438,948 438,948 -

(2) 営業未収入金 518,669   

   貸倒引当金（＊１） △139,321   

 379,347 379,347 -

(3) 有価証券 3,500,000 3,500,000 -

(4) 投資有価証券 777,870 777,870 -

(5) 固定化営業債権 108,176   

   貸倒引当金（＊１） △108,176   

 - - -

(6) 差入保証金 52,056 52,048 △7

資産計 5,148,222 5,148,214 △7

(1) 営業未払金 174,439 174,439 -

(2) 未払金 83,090 83,090 -

(3) 未払法人税等 196,386 196,386 -

(4) 未払消費税等 86,022 86,022 -

(5) リース債務 91,048 89,640 △1,407

(6) 長期未払金 3,991 3,953 △38

負債計 634,978 633,532 △1,445
 

＊１　営業未収入金及び固定化営業債権については、貸倒引当金を控除しております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）営業未収入金並びに（3）有価証券

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

また、貸倒懸念債権については、回収可能性を勘案し貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における

貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としておりま

す。

（4）投資有価証券

これらの株式の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

（5）固定化営業債権

固定化営業債権の時価は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、決

算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価と

しております。

（6）差入保証金

時価については、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づき、国債の利回り等を参

考にした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債

（1）営業未払金、（2）未払金、（3）未払法人税等並びに（4）未払消費税等

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（5）リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

（6）長期未払金

長期未払金の時価の算定は、合理的に見積りした支払予定時期に基づき、国債の利回り等で割り引いた現在

価値によっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 平成26年３月31日 平成27年３月31日

非上場株式 117 117
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価

証券」には含めておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期がある投資有価証券の決算日後の償還予定額

 

前事業年度（平成26年３月31日）
(単位：千円)

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 633,064 - - -

営業未収入金 504,829 - - -

有価証券 2,899,990 - - -

差入保証金 - 52,838 - -

合計 4,037,883 52,838 - -
 

 

当事業年度（平成27年３月31日）
(単位：千円)

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 438,948 - - -

営業未収入金 518,669 - - -

有価証券 3,500,000 - - -

差入保証金 - 52,056 - -

合計 4,457,617 52,056 - -
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（注４）リース債務の決算日後の返済予定額

 

前事業年度（平成26年３月31日）
(単位：千円)

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース債務 15,015 11,091 11,564 12,057 10,440 -

合計 15,015 11,091 11,564 12,057 10,440 -
 

 

当事業年度（平成27年３月31日）
(単位：千円)

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース債務 19,924 20,718 21,544 20,270 8,590 -

合計 19,924 20,718 21,544 20,270 8,590 -
 

 

(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前事業年度（平成26年３月31日）

 

区分
決算日における

貸借対照表計上額（千円）
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

   

(1)国債・地方債等 99,990 99,990 -

(2)社債 - - -

(3)その他(注) 2,800,000 2,800,000 -

合計 2,899,990 2,899,990 -
 

(注) その他には、譲渡性預金が含まれております。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 

区分
決算日における

貸借対照表計上額（千円）
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

   

(1)国債・地方債等 - - -

(2)社債 - - -

(3)その他(注) 3,500,000 3,500,000 -

合計 3,500,000 3,500,000 -
 

(注) その他には、譲渡性預金が含まれております。
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２．その他有価証券

前事業年度（平成26年３月31日）

 

区分
決算日における
貸借対照表計上額
（千円）

 
取得原価
（千円）

 
差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

 
 

 
 

 
 

株式 593,460 441,888 151,571
 

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 

区分
決算日における
貸借対照表計上額
（千円）

 
取得原価
（千円）

 
差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

 
 

 
 

 
 

株式 777,870 441,888 335,981
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用しております。退職一時金制度では、退職給付

として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２　簡便法を適用した確定給付制度

(１) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 76,259千円 89,792千円

　退職給付費用 13,533千円 9,140千円

　退職給付の支払額 -千円 -千円

退職給付引当金の期末残高 89,792千円 98,932千円
 

　

(２) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調

整表

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 89,792千円 98,932千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 89,792 〃 98,932 〃

   

退職給付引当金 89,792 〃 98,932 〃

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 89,792 〃 98,932 〃
 

 
(３) 退職給付費用　

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 13,533千円 当事業年度 9,140千円
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

　貸倒引当金 88,800千円 81,159千円

　賞与引当金 19,800千円 18,205千円

　退職給付引当金 32,325千円 31,994千円

　長期未払金 13,463千円 1,290千円

　リフォーム保障引当金 29,802千円 22,166千円

　資産除去債務 756千円 724千円

　差入保証金 3,618千円 3,715千円

　未払事業税 22,594千円 14,973千円

　未払事業所税 663千円 662千円

　会員権評価損 13,567千円 -千円

　未払金 9,549千円 8,927千円

　未払費用 8,640千円 7,778千円

 未収入金 13,539千円 13,145千円

　電話加入権 2,880千円 2,587千円

　繰延税金資産の小計 259,996千円 207,331千円

　評価性引当額 △43,030千円 △42,433千円

繰延税金資産の合計 216,966千円 164,897千円

繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額金 △54,565千円 △108,656千円

繰延税金負債の合計 △54,565千円 △108,656千円

繰延税金資産の純額 162,400千円 56,241千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 38.0％ 35.64％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.4％ 1.64％

評価性引当額の増減 △0.1％  0.27％

税率変更による期末繰延税金資産の
減額修正

0.8％ 1.45％

その他 0.5％ △1.98％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

40.6％ 37.02％
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、従来の35.64％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.10％に、

平成28年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.34％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は４百万円減少し、法人税等

調整額が16百万円増加しております。
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(資産除去債務関係)

 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

 

(1) 当該資産除去債務の概要

当社の名古屋支店事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、国債の利回り等を参考にした利率で割り引いた現在価値により資産除

去債務の金額を算定しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

期首残高 1,960千円 2,100千円

時の経過による調整額 140千円 140千円

期末残高 2,100千円 2,240千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

当社は、不動産フランチャイズ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

当社は、単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

当事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

当社は、単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

項目
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 377円13銭 428円59銭

１株当たり当期純利益金額 63円72銭  69円14銭
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、転換社債等潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

２．当社は平成27年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき５株の割合での株式分割を行いました。

これにより、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当

期純利益を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 63円72銭 69円14銭

　(算定上の基礎)   

当期純利益(千円) 674,037 731,372

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る当期純利益(千円) 674,037 731,372

期中平均株式数(株) 2,115,500 10,577,500
 　

４．１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 377円13銭 428円59銭

　(算定上の基礎)   

純資産額(千円) 3,989,063 4,533,429

普通株式の発行済株式数(株) 2,265,000 11,325,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 2,115,500 10,577,500
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物附属設備 102,077 - 4,350 97,727 67,240 5,505 30,486

　車両運搬具 19,070 - - 19,070 13,573 3,106 5,497

　工具、器具及び備品 169,451 6,493 2,218 173,727 162,267 8,766 11,459

リース資産 73,171 - 15,649 57,521 13,421 12,547 44,099

有形固定資産計 363,770 6,493 22,217 348,046 256,502 29,925 91,543

無形固定資産        

　ソフトウェア 125,301 9,780 2,460 132,621 78,483 25,870 54,137

リース資産 44,345 47,230 44,345 47,230 1,451 4,408 45,778

　電話加入権 1,966 - - 1,966 - - 1,966

無形固定資産計 171,612 57,010 46,805 181,817 79,935 30,278 101,882
 

(注) 当期増加の主なものは次の通りであります。

工具、器具及び備品 入退室セキュリティーシステム 4,042千円

ソフトウエア 加盟店ＨＰパック21リニューアル 3,660千円

〃 賃貸オウチーノ物件連動 3,850千円

リース資産 21NET、KEINリニューアル 39,095千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 15,015 19,924 3.91 -

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

45,153 71,123 3.86 平成32年

合計 60,168 91,048 - -
 

(注) １　平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。
 

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 20,718 21,544 20,270 8,590
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 224,128 35,813 12,259 - 247,682

賞与引当金 55,000 55,000 55,000 - 55,000

リフォーム保障引当金 82,782 1,911 16,151 - 68,542
 

 

【資産除去債務明細表】

明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、記

載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 1,976

預金の種類  

当座預金 153,010

普通預金 182,058

定期預金 100,000

別段預金 1,902

計 436,971

合計 438,948
 

 

ロ　営業未収入金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

株式会社ハウジングプラザ住宅販売 32,617

リビングスタイル株式会社 28,205

ランドナビ株式会社 19,242

株式会社中央住宅 13,415

株式会社プラスホーム 10,754

その他 414,434

合計 518,669
 

 

(ロ)営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365
 

504,829 3,827,087 3,813,247 518,669 88.0 48.81
 

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ　有価証券

　

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(千円)

有価証券 その他有価証券

株式会社みずほ銀行 - 2,000,000

三井住友信託銀行株式会社 - 1,000,000

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 - 300,000

みずほ信託銀行株式会社 - 100,000

株式会社広島銀行 - 100,000

計 - 3,500,000
 

 

ニ　投資有価証券

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券

アドバンス・レジデンス投資法人 2,700 777,870

BLUEWELL REINSURANCE COMPANY
(BERMUDA)LTD.

1 116

伊藤忠都市開発㈱ 600 0

計 3,301 777,987
 

 
ｂ　負債の部

イ　営業未払金

 

相手先 金額(千円)

センチュリー21国際本部 88,540

センチュリー21フランチャイズ広告基金組合 36,421

アットホーム株式会社 23,764

株式会社インテック 4,548

株式会社クラシファイド 4,133

その他 17,030

合計 174,439
 

 

ロ　未払法人税等

 

相手先 金額(千円)

未払法人税・住民税 151,148

未払事業税 45,238

合計 196,386
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ハ　預り金

 

相手先 金額(千円)

広告基金 5,603

センチュリー21地域連絡会 2,917

３月分源泉所得税 2,819

３月分住民税 1,978

合計 13,318
 

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

営業収益(千円) 835,490 1,713,277 2,619,922 3,572,442

税引前

四半期（当期）純利益金額(千円)
260,270 566,385 871,691 1,161,240

四半期（当期）純利益金額(千円) 160,070 353,985 544,801 731,372

１株当たり

四半期（当期）純利益金額 (円)
15.13 33.47 51.51 69.14

 

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純利益金額 (円)
15.13 18.33 18.04 17.64

 

（注）当社は、平成27年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。当事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額」を算定しておりま

す。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができないやむ

を得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載する。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

http://www.century21.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 単元未満株式の買取りについては該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度　第31期(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)平成26年６月18日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書

事業年度　第31期(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)平成26年６月18日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第32期第１四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)平成26年８月13日関東財務局長に提出

第32期第２四半期(自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日)平成26年11月13日関東財務局長に提出

第32期第３四半期(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)平成27年２月13日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年６月26日

株式会社センチュリー21・ジャパン

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　池　　田　　敬　　二　　㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　神　　宮　　厚　　彦　　㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社センチュリー21・ジャパンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の

注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社センチュリー21・ジャパンの平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社センチュリー21・

ジャパンの平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社センチュリー21・ジャパンが平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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